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東京都地球温暖化防止活動推進センターとは 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 38 条に規定され、地球温暖化防止活動の推進を図ることを目的と

する一般財団法人の中から一つを、都道府県知事が指定するものです。東京都においては、財団法人東京都環境整

備公社（現公益財団法人東京都環境公社）が平成 20 年 2 月 4 日に、東京都地球温暖化防止活動推進センターと

しての指定を受け、同年 4 月 1 日に活動を開始しました。 

 

（お問合せ先・申請先） 

公益財団法人東京都環境公社 

東京都地球温暖化防止活動推進センター 

（愛称：クール・ネット東京） 

戸建住宅向け充電設備普及促進事業コールセンター 

東京都新宿区西新宿２－４－１ 新宿 NS ビル１０階 

ＴＥＬ： ０３－６６３３－３８１９ 

ホームページ：https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/home-evcharge-support 
 受付時間：月曜日～金曜日（祝祭日及び年末年始を除く。）9:00～17:00 

＜令和７年度受付期間＞ 

令和７年 6 月 27 日 から 令和８年３月 31 日 まで 
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助成金を申請される皆様へ 

公益財団法人東京都環境公社（以下「公社」という。）が実施する助成金交付事業に

ついては、東京都（以下「都」という。）の公的な資金を財源としており、社会的にそ

の適正な執行が強く求められています。公社としても、厳正な助成金の執行を行うと

ともに、虚偽や不正行為に対しても厳正に対処いたします。 

 「戸建住宅向け充電設備普及促進事業」に係る助成金を申請される方、交付が決定

し助成金を受給される方におかれましては、以下の点について十分にご認識された上

で、助成金の申請又は受給を行っていただきますようお願いいたします。 

 

１．本事業の実施については、「戸建住宅向け充電設備普及促進事業助成金交付

要綱」（以下「交付要綱」という。）に基づいて行われます。 
 

２．助成金の申請者が公社に提出する書類には、如何なる理由があってもその内

容に虚偽の記載があってはなりません。 
 
３．助成対象設備の設置に関し、安全面及び法規面については申請者が十分に確

認し申請者の責任の下に設置してください。公社は、本助成金の交付対象とし

て設置された設備について、本助成金の要件を満たしているか否かは審査いた

しますが、安全面や法規面については何ら保証するものではありません。 

更に、設備の保有義務期間中に、設備や設備の設置に関し安全上や法規上の問

題が発生し設備の撤去などが求められた場合は、公社は申請者に対して保有義

務期間違反との理由で助成金の返還を求める場合があります。 

設備の設置に関し、申請者は設置する土地の使用権限を有していることを十分

に確認し申請者の責任の下に設置してください。設備設置後に土地の使用権限

がなく設備を撤去する場合には、公社は申請者に対して保有義務期間違反との

理由で助成金の返還を求める場合があります。 
 

４．助成金で取得し、整備し、又は効用の増加した財産（取得財産等）を、当該

取得財産等の処分制限期間内に処分（助成金の交付目的に反して使用し、譲渡

し、交換し、貸し付け、又は担保に供することをいう。）しようとするときは、

あらかじめ処分内容等について公社の承認を受けなければなりません。また、

その際に助成金の返還が発生する場合があります。なお、公社は、必要に応じ

て取得財産等の管理状況等について調査することがあります。 
 
５．公社は、申請者及び手続き代行者、その他の関係者が、偽りその他の手段に

より手続きを行った疑いがある場合は、必要に応じて調査等を実施し、不正行

為が認められたときは、当該関係者に対し、相当の期間、助成金の交付決定の

停止等の処分を行い、その名称及び不正の内容を公表します。 
 

６．前記事項に違反した場合は、公社からの助成金交付決定及びその他の権利を

取り消します。また、公社から助成金が既に交付されている場合は、その金額

に加算金（年率 10.95％）を加えて返還していただきます。 
 
7．当該実施要綱等の規定に記載の有無にかかわらず法令等の違反が発覚した場

合は、交付決定の取消しとなります。 
 

 

公益財団法人 東京都環境公社 
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１．事業概要  
1.1 目的（交付要綱第１条参照） 

戸建住宅向け充電設備普及促進事業（以下「本事業」という。）とは、自動車から排出され

る二酸化炭素の削減を図るため、電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車の普及促進

に向けて、充電設備の導入を促進します。あわせて、戸建住宅において二酸化炭素を排出し

ない太陽光等による再生可能エネルギーをその電源として活用していくことを目的とするも

のです。 
 
1.2 事業スキーム 

 
 ●都の出えん金による基金造成 
   都は本事業の原資を公社に出えんし、公社はその出えん金により基金を造成します。 
 

●基金を活用した助成事業 
公社は基金を原資として、助成事業（充電設備の購入等）を実施した助成対象者に対して、

その経費の一部を支払います。 
 

 事業実施期間：令和９年度まで 

       交付は令和 10年度まで 

※ 毎年度申請受付期間を設け、予算の範囲内で行います。 

 

  

東京都

東京都環境公社

基金造成

①出えん
助成対象者

助成対象事業：

助成対象設備の購入、設置工事

②助成金申請

③交付決定

④助成金支払
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1.3 申請フロー 

 

クール・ネット東京 申請者 

  

 
 
① 申請者は助成対象設備を購入、設置及び支払い完了後に申請を行ってください。 

※ 令和７年度は令和６年４月１日以降に設置を行ったものが助成対象となります。

令和６年４月１日より前に設置が完了したものは助成対象外です。 

② 公社で交付申請内容を審査し、交付決定及び通知書を送付します。 
③ 通知書の送付から１か月程度で、公社より助成金を振り込みます。 

支払い日の連絡はしませんので、予めご了承ください。  
  

充電設備 

購入・設置工事 

審査 

① 交付申請（電子申請） 

 

 

②助成金交付決定及び額確定通知 

 

③助成金の支払い 
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２．助成内容  
2.1 助成対象者（交付要綱第３条） 

助成対象者の種別及び要件 
種別 要件 
個人 都内の戸建住宅に充電設備を設置していること。 

設置された充電設備は、戸建住宅に居住している方が使用していること。 

※ 充電設備の受電元は原則戸建住宅の配電盤・分電盤であること。 

・ 通信機能付き充電設備以外の場合は、対象となる戸建住宅に太陽光発電シス

テムを設置又は電力会社と再生可能エネルギー100％の契約をしていること。 

※「4.10 財産の管理及び処分の制限」で定める処分制限期間の間、継続して太

陽光発電システムを設置又は電力会社と再生可能エネルギー100％の契約を

すること。 

・ 戸建住宅の所有者と充電設備の所有者が異なる場合は、充電設備の設置につ

いて、戸建住宅の所有者の許諾があること。 

・ 戸建住宅を賃借している場合は、戸建住宅を賃借していることを証する書類

を提出すること。 

 
ただし、以下に該当する者は除きます。 

・ 税金の滞納がある者 
・ 刑事上の処分を受けている者 
・ 東京都暴力団排除条例に規定する暴力団関係者等 
・ その他、公的資金の交付先として社会通念上不適切である者 

 
2.2 助成対象設備及び要件（交付要綱第４条参照） 

（１） 助成対象設備 
次の要件をすべて満たす必要があります。 

・ 経済産業省が実施する充電インフラ補助金において、その事業を実施する一般社団法

人次世代自動車振興センター（以下「NeV（ネヴ）」という。）が補助金の交付対象とな

る設備として承認したものであること。 
※ 本助成金では、以下の機器に該当するものを助成対象としています。 

 通信機能付き充電設備（出力 10kW未満） 

 普通充電設備（出力 10kW未満） 
 充電用コンセント  
 充電用コンセントスタンド 

※ 通信機能付充電設備とは、オープンプロトコル（OCPP 又は、ECHONET等）を用いた

ネットワーク通信等により、遠隔で充電設備の制御及び監視を行い、エネルギーマネ

ジメント等を行う機能を備えた充電設備 

   
対象機種は、次ウェブサイトから確認できます。なお、随時更新されます。 
【一般社団法人次世代自動車振興センター（NeV）】 
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http://www.cev-pc.or.jp/ 

 ※充電設備については、NeVホームページ充電設備の「補助対象充電設備一覧」PDF 

より確認ください。 

  ※ 対象機種の仕様等については、メーカー、販売店等にお問い合わせください。 

・ 新品であること。 

・ 令和６年４月１日以降に新規に設置したものであること。 

 
※充電用コンセントと同時にオープンプロトコル（OCPP又は、ECHONET等）を用いたネ

ットワーク通信等により、遠隔で充電設備の制御及び監視を行い、エネルギーマネジ

メント等を行う通信機器を外付けした場合は、一体の通信用充電設備とみなし、助成

対象となります。 
ただし、通信機能を持たない充電設備から通信機能付き充電設備へ入替設置を行う場合

は助成対象となります。 
・ 国や他の地方自治体から、申請する助成対象設備に対する同種の補助金や助成金の交

付を受けていないこと。 
 ・ 申請者の電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車の所有の有無は問いません。 
 ・ 複数基設置し申請する場合は、１基ごとの申請となります。この場合、申請ごとに必

要書類の提出が必要となります。 
・ 設置した充電設備は、原則、当該戸建住宅の居住者の利用（予定を含む。）が必須と

なります。次の場合は、充電設備が居住者に利用されないものとみなされ、対象外と

なります。 
✓ 当該充電設備を設置した駐車場区画を専ら貸し駐車場として利用する場合 

 
（２） 設置場所 

設置場所となる戸建住宅は以下の要件を満たす必要があります。 
・ 東京都内の既築住宅であること。 

※所有権保存登記が完了している必要があります。 
・ 一棟が１つの建物として登記されており、建物の現在又は全部事項証明書（登記簿）の

表題部にある種類に「居宅」の記載があるもの 
【助成対象となる建物】 

①主たる用途が「居宅」のみである場合 
（例：「居宅」） 

②主たる用途が併記されているが、「居宅」の付属建物とみなす場合 
（例：「居宅・車庫」「居宅・物置」） 

【助成対象とならない建物】 
①建物の現在又は全部事項証明書（登記簿）に専有部分の家屋番号が複数記載されて

いる場合 
②主たる用途に「居宅」の記載がない場合 

（例：「共同住宅」「寄宿舎」） 
 

http://www.cev-pc.or.jp/
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（３） 太陽光発電システム 
戸建住宅に設置する太陽光発電システムは、以下の要件を満たす必要があります。 

・ 太陽光発電システムで発電した電力が、充電設備を設置する戸建住宅で使用可能なこ

と。 
   ※ポータブルタイプは助成対象外となります。 
 

（４）再生可能エネルギー100％電力契約 

小売電気事業者等が提供する「再エネ電力メニュー」一覧に記載がある電力契約を結ん

でいること。 

環境省が公開している以下の HPで「再エネ電力メニュー」を確認できます。 

 【環境省 HP】 

 https://www.env.go.jp/air/100.html 
2.3 助成金額（交付要綱第５，６条参照） 

充電設備の種別 助成金額 
通信機能付き充電設備 
※普通充電設備 

充電用コンセント 
充電用コンセントスタンド 

購入費のみの助成で次のいずれか低い方 

・ 購入価格 

・ NeV（ネヴ）HP 内の「補助対象充電設備一覧」に記載の

補助金交付上限額の補助率 1/2の場合の２倍の金額 

※１基あたり上限額 30万円 

※充電用コンセントと同時に

外付け通信機器を設置した場

合 

購入費のみの助成で次のいずれか低い方 
・ 充電設備及び通信機器の購入価格の合計 
・ NeV（ネヴ）HP 内の「補助対象充電設備一覧」に記載の

補助金交付上限額の補助率 1/2 の場合の２倍の金額及

び通信機器の購入価格の合計 

※１基あたり上限額 30万円 
普通充電設備 
充電用コンセント 
充電用コンセントスタンド 

購入費、工事費合わせて１基あたり 25,000円 

 
※ 助成対象経費の中に助成対象者の自社製品の調達分又は助成対象者に関係する者からの

調達分がある場合は利益排除に該当します。該当する申請者は事前に公社にご連絡くだ

さい。 
2.4 助成事業実施にあたっての注意事項 

（１） リース契約の場合 
・ 申請者はリース会社ではなく、借主（リース機器使用者）となります。 

・ リース契約期間が処分制限期間に満たない場合は、リース契約満了後に再リースか買取り

をする必要があります。（処分制限期間については、「4.10 財産の管理及び処分の制限」

参照） 

 
 

https://www.env.go.jp/air/100.html
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（２） 手続き代行について 

申請者は、本事業に係る公社への申請について、工事施工会社等に手続きの代行を依頼す

ることができます。 
 

・ 手続き代行を行う場合は、申請フォーム上の「申請内容に係る問合せ先」に手続代行者を

選択し、「手続代行者情報」に必要事項を入力してください。 
・ 手続き代行はあくまで書類作成を行う立場となります。 
・ 手続き代行者による申請手続きに関する経費は助成対象外です。 
・ 手続き代行者は、依頼された手続きについて誠意をもって実施してください。 

※申請した後に「申請内容に係る問合せ先」を変更することは認めません。手続き代行 

者は交付申請を行う段階から責任をもって手続きを行ってください。 
※申請フォーム上の「申請内容に係る問合せ先」に手続代行者が正しく選択されていな

い場合は、手続代行者からの申請に関するお問合せにはお答えできません。 
・ 手続き代行者が本助成金の規定に従って手続きを遂行していない場合、公社は手続き代行

者に対し、代行の停止を求めることができます。 
 
（３）充電スペースについて 
・ 充電設備の設置にあたっては、車両を既存の充電スペースに駐車した状態で充電できるよ

うにしてください。その際、車両が公道にはみ出す等の法令違反とならないようにしてく

ださい。充電スペースの目安は、幅 2.5ｍ、奥行き５ｍです。 

・ 充電設備の設置場所及び充電スペースが、戸建住宅の敷地内である必要があります。 

※ 申請する戸建住宅の隣地等の敷地外（入居者が個別に契約した外部の駐車場等）に、充

電設備を設置すること及び当該隣地等の敷地外を充電スペースとすることは認めませ

ん。充電設備普及促進事業の助成対象となる場合もありますので、HP 等をご確認くだ

さい。 

 

（４）経費の支払方法について 
助成対象経費の支払いは、以下の方法を認めます。 
・ 現金 ・銀行振込 ・小切手 ・手形 

 【リース契約とは】 

本事業におけるリース契約とは、以下の要件に該当するものをいいます。 

・ 助成対象設備の所有者であるリース事業者が、当該設備のリース使用者に対し、当事

者間で合意した期間にわたり当該設備を使用収益する権利を与え、リース使用者は、

当事者間で合意した当該設備の使用料をリース事業者に支払う契約であること。 

・ リース期間中に当事者の一方又は双方がいつでも当該契約の解除をすることができる

ものでないこと。 

・ リース使用者が、当該契約に基づき使用する物件からもたらされる経済的利益を実質

的に享受することができ、かつ当該リース物件の使用に伴って生じる費用を実質的に負

担すべきこととされているものであること。 
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※ 小切手及び手形の場合は、決済時点で支払完了（事業完了）とみなします。当座勘定

照合表又は通帳の写しを提出してください。 
※ リース契約の場合、リース会社との契約書及び初回リース料の支払いが完了したこと

が分かる書類（口座引落し明細等）の写しを提出してください。 
以下の支払い方法は認めません。 
・ 割賦販売 ・ローン契約 ・クレジットカード（分割払い） 
・ 相殺 ・ファクタリング（債権譲渡） ・その他 

 
（５）安全性の確保及び法規面の遵守について 

設備の設置に関し、安全面及び法規面については申請者が十分に確認し、申請者の責任

の下に設置してください。 
※ 近年、風水害等によって助成対象設備の破損や使用不能等のリスクが高くなっていま

す。助成対象設備の設置場所には、安全性を最大限確保してください。 
 
（６）代金還元等について 

・ 代金還元（キャッシュバック等）を受けた場合、助成金の返還を求めることがあります。

直ちに公社へ報告してください。 
   ※ 投資によるキャッシュバックも含みます。 
   ※ 公社へ報告がなく、代金還元が発覚した場合、虚偽申請であると公社が判断する場合

があります。 
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３．助成金事業の流れ 
3.1 交付申請（交付要綱第７条参照） 

助成対象設備の設置後に、助成金交付申請書（第１号様式）、誓約書（第２号様式）及び次

に掲げる書類を提出してください。 

※ 令和６年４月 1日より前に設置した助成対象設備は、助成対象外となります。 

※ 充電設備の設置工事及び工事代金等の支払いがすべて完了した後に申請してくださ

い。 

  
【交付申請時に必要な提出書類】 

No 必要書類 備考 

１ 

運転免許証 

※裏面も提出が必要 

 

・申請日時点で有効期限内のもの 

・申請者名、住所、有効期限等を判別できるもの 

住民票、印鑑証明書等 

※運転免許証がない場合 

 

・申請日時点で有効期限内（発行後３か月以内）のもの 

・申請者名、住所、有効期限（発行日）等を判別できるも

の 

 ※マイナンバーの記載は「省略」又は「黒塗り」の上、

提出してください。 

２ 

建物の登記事項証明書 

（現在又は履歴事項全部

証明書） 

・申請日時点で有効期限内（発行後３か月以内）のもの 

・表題部の「①種類」の記載が「2.2 助成対象設備及び要

件」を満たしているもの 

・法務局の窓口又はオンラインにて取得をし、押印がある

もの 

・登記情報提供サービスで取得したものではないこと。 

 

３ 

領収書 

※領収書が複数に分かれ

ている場合はすべて提

出すること。 

・充電設備の本体価格及び設置工事の費用が確認できるも

の 

 ※電気自動車の購入に係る領収書ではありません。 

 ※ただし書きの記載にて本事業に係る費用を判別でき、

充電設備の型式等の記載（手書きも可）があるもの 

・宛名が申請者名であるもの 

・充電設備販売店又は工事施工会社が発行したもの 

※発行者が個人であるなど、販売店等の確認ができない

場合は認められません。 

・領収日（支払日）が令和６年４月１日以降であるもの 

※領収日（支払日）を設置日とみなします。 

＜領収書を紛失した場合＞ 

・充電設備販売店又は工事施工会社への振込が確認できる

書類（振込明細等）及び「６ 請求書」を提出してくださ

い。 
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＜リース契約の場合＞ 

・初回リース料の支払いが完了したことが分かる書類（口

座引落し明細等）の写しを提出してください。 

４ 

充電設備の保証書 

※通信機能付充電設備の

場合 

※４・５のうちいずれか

一つ 

・メーカーが発行したもの 

・充電設備の型式、製造番号等の記載があるもの 

・保証開始日が令和６年４月１日以降であるもの 

・申請者名、設置場所等の確認ができるもの 

５ 

充電設備の出荷証明書 

※通信機能付充電設備の

場合 

※４・５のうちいずれか

一つ 

・メーカーが発行したもの 

・充電設備の型式、製造番号等の記載があるもの 

・申請者名、設置場所等の確認ができるもの 

・出荷日の記載があるもの 

６ 

請求書 

※通信機能付充電設備の

場合 

・通信機能付き充電設備の本体価格及び設置工事費用の内

訳（税抜き金額）が分かるもの。 

 ※内訳が判別できない場合は認められません。 

 ※電気自動車の購入に係る請求書ではありません。 

・宛名が申請者名であるもの 

・充電設備販売店又は工事施工会社が発行したもの 

※発行者が個人であるなど、販売店等の確認ができない

場合は認められません。 

・充電設備の型式等の記載があるもの 

７ 

充電設備の型式及び製造

番号が分かる写真 

・型式及び製造番号がどちらも１枚の写真で判別できるも

の 

 ※銘板写真等を提出してください。取扱説明書等の写真

は認められません。 

８ 

充電設備の設置状況が分

かる写真 

・充電設備を正面にとらえ、かつ充電スペースや建物との

位置関係が把握・確認できるもの 

 ※充電設備本体が判別できるもの 

 ※複数基設置の場合は、設置基数分の充電設備が 1枚の

写真で確認でき、かつ設置基数分の充電スペースが確

認できるものを追加で提出してください。 

９ 
設置場所の住宅の外観等

が分かる写真 

・『表札及び玄関』が確認できるもの 

・『戸建住宅全体の外観』が確認できるもの 

１０ 

再生可能エネルギーを利

用していることが分かる

資料 

※通信機能付き充電設備

・屋根等に太陽光発電システムを設置していることが分か

る写真（申請日から直近１か月以内に撮影されたもの） 

 ※陸屋根等で写真撮影が難しい場合、設置工事時の写真

（工事完了報告書等の写真）を提出してください。 
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以外の場合 

※いずれか一つ 

・環境省が公開している HPの「再エネ 100％電力メニュー

一覧」に記載がある電力契約を結んでいることが確認で

きる電力会社からの請求書又は検針票（申請日時点で直

近３か月以内のもの） 

※環境省が公開している以下の HPで「再エネ電力メニュ

ー」を確認できます。 

 【環境省 HP】 

  https://www.env.go.jp/air/100.html 
 ※契約又は申込み直後である場合、初回請求日（検針

日）以降に申請してください（請求書又は検針票を以

て利用実態を確認いたします。）。 

１１ 

振込先口座が確認できる

書類 

 

・金融機関名、支店名、預金種別、口座番号、口座名義

（カタカナ）すべてが記載されている通帳見開きページ 

※インターネットバンキングの場合は口座確認画面等を

提出してください。 

※キャッシュカードの写真は認められません。 

１２ 

リース契約書 

※リース契約の場合 

・充電設備をリースしていることが確認できる契約書 

※電気自動車のリース契約書ではありません。 

・リース会社及びリース使用者（申請者）双方の印がある

もの 

・契約日の記載があるもの 

・リース対象設備（充電設備の型式等）の記載があるもの 

・リース契約期間が原則として処分制限期間以上となって

いること。 

１３ 

建物の賃貸借契約書 

※設置する戸建住宅を賃

借している場合 

・賃貸借期間が確認でき充電設備の設置日及び申請日時点

で契約期間内であるもの 

・貸主と建物の登記事項証明書の所有権者が一致している

こと。 

・借主と身分証明書の氏名が一致していること。 

１４ 
その他公社が必要と認め

る書類 

・外付けの通信機器を設置した場合の仕様書等 

 
 
（１）申請方法 

申請は電子申請システムを用いてください。 
申請フォームは、本事業 HPからアクセスしてください。 

【ユーザーアカウントをお持ちでない方】 電子申請システムユーザー登録画面 

https://f5skb2r3gohb.chobiit.me/register.html 

【既にユーザーアカウントをお持ちの方】電子申請フォーム 

https://f5skb2r3gohb.chobiit.me/list_app.html?hyouji=r6d 

https://www.env.go.jp/air/100.html
https://f5skb2r3gohb.chobiit.me/register.html
https://f5skb2r3gohb.chobiit.me/list_app.html?hyouji=r6d
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電子申請システムによる申請ができない場合は個別にご相談ください。 
 
 
（２）申請受付期間 

本事業は、令和９年度まで実施しますが、助成金交付申請書の受付は年度ごとに期間を設

けて行います。 
※年度ごとに要件等が変更される場合があります。必ず本手引きをよく確認してから申請

してください。 
 

令和７年度申請受付期限：令和８年３月 31日（火）17：00 

 
※ 上記日時までに申請が完了しない場合、受付することができません。 
※ 同一の助成対象設備について重複して交付申請することはできません。ただし、取下げ

又は撤回（「4.1 申請の撤回」参照）を行った場合は、再度申請が可能です。 

※ 交付申請は先着順に受理し、審査を行います。 

※ 受理した申請の交付額の合計が、公社の予算の範囲を超えた日（予算超過日）をもって、

申請の受理を停止します。 
※ 申請内容に不備がある場合、公社が修正を求めた日の翌日から起算して３か月以内に連

絡をいただけない場合、その申請を取下げたものとみなします。 

 

3.2 審査 

・ 審査の過程で、現地確認・調査及び面接（ヒアリング）を行う場合がありますので、その

際は、ご協力をお願いいたします。 
・ 審査状況は、申請フォームよりご確認いただけます。個別でのお問い合わせには、応じか

ねます。ご了承ください。 
・ 審査料等は徴収しませんが、申請手続きに関する経費（通信料又は送料等）は、各自ご負

担ください。 
・ 交付決定後、助成対象者の都合で辞退する場合は、次回以降の応募を制限することがあり

ます。 
・ 公社職員への働きかけ・陳情等により、公正中立性が確保されないと判断した場合は、審

査対象から除外します。 
 
3.3 交付決定（交付要綱第８条参照） 

（１）交付決定及び通知 
公社は申請された事業について審査を行い、予算の範囲内で交付を決定します。 
審査の結果、助成金の交付を決定した事業については、交付要綱の規定に基づき、「助成金

交付決定及び額確定通知書」（第３号様式）を送付します。また、助成金の不交付を決定した

事業については、「助成金不交付決定通知書」（第４号様式）を送付します。     
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（２）通知書の確認 
公社より送付された「助成金交付決定及び額確定通知書」の内容をご確認ください。記載

された内容等に異議が生じた場合は、申請の撤回をすることができます。 
・ 通知書は、大切に保管してください。（以下同様に、公社からの文書及び関係書類は、処

分制限期間内は保管してください。） 
・ 処分制限期間は「4.10 財産の管理及び処分の制限」を参照してください。 
 

3.4 交付の条件（交付要綱第９条参照） 

助成金の交付決定にあたっては、助成金の交付の目的を達成するため、本助成金の交付決

定の通知を受ける助成対象者に対し、次に掲げる条件を付するものとします。 
・ 交付要綱並びに本助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良なる管理者

の注意をもって助成事業により取得し、又は効用の増加した財産を管理するとともに、本

助成金の交付の目的に従って、その効率的な運用を図ること。 
・ 「4.10 財産の管理及び処分の制限」で定める処分制限期間の間、継続して「2.2 助成

対象設備及び要件」に定める再生可能エネルギー電力を導入すること。 

・ 公社が交付要綱第 14 条第１項の規定により本助成金の交付決定の全部又は一部を取り消

した場合は、これに従うこと。 

・ 公社が交付要綱第 15 条第１項の規定により本助成金の交付決定の全部又は一部の返還を

請求した場合は、公社が指定する期日までに返還するとともに、同第 16 条第１項の規定

に基づき違約加算金を併せて納付すること。この場合において、当該期日までに返還しな

かったときは、同第 17条第１項の規定に基づき延滞金を納付すること。 

・ 公社が助成事業の適正な執行に必要な範囲において報告を求め、又は現地調査等を行おう

とするときは遅滞なくこれに応じること。 
・ 公社が、本事業の目的を達成するために必要な資料、情報等を求めたときは、公社の指定

する期日までに公社に当該資料、情報等を提供すること。この場合において、助成対象者

は、手続代行者に、当該資料、情報等を公社に提供すること。 
・ 助成事業の完了後、本事業の成果を検証するために必要な情報について、都又は公社から

調査の要請があった場合には、当該調査に協力し、必要な情報を提供すること。   
・ 交付決定に当たり、上記に掲げるもののほか、本事業の目的を達成するためその他公社が

必要と認める条件を付した場合は、これに応じること。 
・ 助成対象者は、上記の各項のほか、実施要綱及び交付要綱の規定を遵守しなければなら

ない。 
 
４．その他 
4.1 申請の撤回（交付要綱第 10条参照） 

助成対象者は、交付決定の内容又はこれに付された条件に対し、異議がある等、やむを得

ない事由がある場合は、助成金交付決定通知を受領した日から７日以内に「助成金交付申請

撤回届出書」（第５号様式）を提出することで、助成金の交付申請を撤回することができます。 
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4.2 申請者情報の変更（交付要綱第 11条参照） 

助成対象者は、次の情報を変更した場合は、速やかに「申請者情報の変更届出書」（第６号

様式）を公社に提出してください。 

申請者の種別 申請者情報の変更内容 

個人 氏名、住所等 
4.3 助成事業の承継（交付要綱第 12条参照） 

相続、法人の合併、分割により、助成対象者の地位の承継が行われた場合、助成事業を承

継する者（以下「承継者」という。）は、速やかに「助成事業承継承認申請書」（第７号様式）

を公社に提出してください。 
公社は承継の内容を確認し、承認又は不承認について、承継者宛に「助成事業承継（承認・

不承認）通知書」（第８号様式）を送付します。 

 
4.4 債権譲渡の禁止（交付要綱第 13条参照） 

助成対象者は、交付決定によって生じる権利の全部又は一部を第三者に譲渡し、又は承継

することは原則として認められません。ただし、事前に公社の承認を得た場合は、この限り

ではありません。 
 

4.5 交付決定の取消し（交付要綱第 14条参照） 

助成対象者及び申請手続き代行業者等が次のいずれかに該当する場合は、助成金交付決定

の全部又は一部の取消しを受けることがあります。取消しを行った場合は、速やかに当該助

成対象者に通知します。 
・ 虚偽申請等不正事由が発覚したとき。 
・ 交付決定の内容又は目的に反して本助成金を使用したとき。 
・ 本事業に係る公社の指示に従わなかったとき。 
・ 交付決定を受けた者（法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若

しくは構成を含む。）が暴力団員等又は暴力団に該当するに至ったとき。 
・ その他本助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令・条例又は交付

要綱の規定に違反したとき。 
・ 代金還元（キャッシュバック等）があった場合 
 

＜取消しの具体例＞ 
・ 国や地方自治体の他の助成金（同一助成対象経費の場合）等との重複受給が判明した場

合 
・ 交付申請時の提出資料について偽造されていることが発覚した場合 
・ 工事施工会社等への経費支払完了後に、当該会社等から代金還元（キャッシュバック等） 

等）を受けた場合 

 
4.6 助成金の返還（交付要綱第 15条参照） 

助成対象者及び申請手続き代行業者等による事業内容の虚偽申請その他違反が判明した場

合、以下の措置が講じられることがあります。 
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・ 交付決定の取消し、助成金等の返還及び違約加算金の納付 
・ 助成対象者等の名称及び不正内容の公表（「4.14 不正行為等の公表等」参照） 

 
なお、公社が交付決定の取消しを行った場合において、既に交付された助成金があるとき

は、助成対象者は、助成金の全部又は一部を公社に返還しなければなりません。 
また、助成対象者は、公社から助成金返還請求を受け、助成金の返還を行った場合には、

「助成金返還報告書」（第９号様式）により、公社へ報告する必要があります。 

 

4.7 違約加算金（交付要綱第 16条参照） 

・ 「4.5 交付決定の取消し」により助成金交付決定の全部又は一部取消しとなった場合に

おいて、公社は、助成対象者に対し、助成金を受領した日から納付の日までの日数（公社

の事務処理に係る期間として公社が認める日数を除く。）に応じて、返還すべき額につき

年 10.95パーセントの割合を乗じて計算した違約加算金を請求します。 
・ 助成対象者は、上記による違約加算金の請求を受けたときは、これを公社に納付しなけれ

ばなりません。 
 

4.8 延滞金（交付要綱第 17条参照） 

・ 助成対象者が公社の返還請求に応じず、公社が指定する期限までに返還金額（違約加算金

がある場合には違約加算金を含む。）を納付しなかったときは、公社は助成対象者に対し、

納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、未納付額につき年 10.95パーセントの割

合を乗じて計算した延滞金を請求します。 

・ 助成対象者は、上記による延滞金の納付の請求を受けたときは、これを公社に納付しなけ

ればなりません。 
 

4.9 他の助成金等の一時停止（交付要綱第 18条参照） 

公社は、助成対象者に対し、助成金の返還を請求し、助成対象者が当該助成金、違約加算

金又は延滞金の全部若しくは一部を納付しない場合において、同種の事務又は事業について

交付すべき助成金その他の給付金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止し、

又は当該給付金と未納付額とを相殺します。 
 

4.10 財産の管理及び処分の制限（交付要綱第 19条参照） 

助成対象者は、取得財産等の管理及び処分に関して、以下の事項を守らなければなりませ

ん。処分とは、取得財産等を本助成金の交付の目的以外に使用すること、他の者に貸し付け

若しくは譲り渡すこと、他の物件と交換すること、債務の担保の用に供すること、又は廃棄

することをいいます。以下のケースは、全て処分に該当します。 
・ 本助成金の対象となった充電設備を、廃棄、売却する。 
・ 申請者が助成金を受領し、その後引っ越して、充電設備を転居先の戸建住宅等に移設し

て使う。 
・ 申請者が助成金を受領し、その後引っ越して、充電設備を残置（新しい入居人に譲渡）

する。 
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取得財産等については、処分制限期間において、善良な管理者の注意を持って管理し、本

助成金の交付の目的に従って、効率的運用を行ってください。本事業における処分制限期間

は、以下のとおりです。 
 
 

 
 
・ 取得財産等を法定耐用年数の期間内に処分をしようとする場合は、あらかじめ「財産処

分承認申請書」（第 10号様式）を公社に提出し、承認を受けなければなりません。 

・ 取得財産等の処分について承認を受け、処分しようとする場合は、「助成金等交付財産

の財産処分承認基準（平成 26年４月１日 26都環公総地第６号）」第３ ２に定める方法

により算出した額（以下「算出金」という。）を公社が請求します。助成対象者は、公

社から請求を受けたときは、これを公社に納付しなければなりません。計算方法は以下

のとおりです。 

  返還額 ＝ 助成額 × （ １ － 
経過期間

処分制限期間
  ） 

 
・ 経過期間は、供用開始日からの月数で計算します。たとえば、10 日に供用開始した場

合、翌月 10 日までは１ヶ月目、翌月 11 日からは２ヶ月目となります。処分制限期間

も、月数で計算します。 

・ 公社は、助成対象者から算出金が納付され処分を承認したときは、速やかに「財産処分

承認書」（第 11号様式）を、助成対象者へ通知します。 

・ 処分制限期間を経過した後は、取得財産等の処分について公社の承認を受ける必要はあ

りません。また、助成事業に対する諸条件も全て解除されます。（電力契約を再生可能

エネルギーではない契約にする等） 
・ 充電設備を設置した駐車場内での設置場所の移動は、財産処分に該当しない場合があり

ますので、あらかじめご相談ください。 
 

4.11 助成事業の経理（交付要綱第 20条参照） 

・ 助成事業の経理について、助成対象者は、助成事業以外の経理と明確に区分した上で、

帳簿や支出の根拠となる証拠書類を揃えておく必要があります。 
・ 助成対象者は、上記の帳簿や根拠書類について、公社が本助成金の交付決定をした日の

属する公社の会計年度終了の日から、「4.10財産の管理及び処分の制限」に記載した処

分制限期間を超過するまでの期間、保存しておかなければなりません。 
 
4.12 調査等、指導・助言（交付要綱第 21条参照） 

・ 公社は、本事業の適切な遂行を確保するため必要があると認めるときは、助成対象者に

対し、本事業に関する報告を求め、助成対象者の事業所等に立ち入り、帳簿書類その他

の物件を調査し、又は関係者に質問を行いますので、助成対象者は、これに協力しなけ

充電コンセント（付帯設備も含む。） ３年 

普通充電設備等（付帯設備も含む。） ５年 
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ればなりません。 
・ 本事業で設置した助成対象設備について、助成対象者が適切かつ効率的な運用を行って

いない場合、公社は、助成対象者に対し必要な指導及び助言を行います。なお、助成対

象者がこれに従わないときは、助成金交付決定の取り消し又は助成金の返還請求を行う

場合があります。 
 

4.13 個人情報等の取り扱い（交付要綱第 22条参照） 

・ 公社は、本事業の実施に関して知り得た助成対象者等に係る個人情報及び企業活動上の

情報（以下「個人情報等」という。）については、本事業の目的を達成するために必要

な範囲において、都に提供させていただくほか、国及び他の地方公共団体が行う助成金

等の交付事業に関わる目的にのみ使用いたします。 
・ 公社は、助成金の交付額の算定その他本事業の目的を達成するために必要な範囲におい

て、助成対象者等が都及び国等から交付される助成金その他の給付金の額に係る情報を

都、国及び他の地方公共団体等と協議の上、当該都、国及び他の地方公共団体等から収

集させていただく場合があります。 
・ 上記及び法令に定められた場合を除き、公社は、本事業の実施に関して知り得た助成対

象者等の個人情報等について、本人の承諾なしに、第三者に提供し、又は第三者から収

集することはありません。 
 

4.14 不正手続き等に対する措置（交付要綱第 23条参照） 

公社は、被交付者が、偽りその他不正の手段によりこの要綱に規定する手続きを行い、又はこの

要綱その他法令の規定に違反する行為（以下「不正手続き等」という。）を行った場合には、被交付

者に対し、次の措置を講じることができます。 

・ 公社が都の補助金の交付を受けて行う助成金等交付事業その他実施する事務又は事業につ

いて、一定の期間、助成対象者の対象外とすること。 

・ 氏名又は名称及び不正内容を公表すること。 

 公社は、手続代行者が不正手続き等を行った場合には、被交付者が手続代行者と共に不正な手

続きを行ったものとみなして、被交付者又は手続代行者に対し、次の係る措置を講じることができま

す。なお、被交付者又は手続代行者から業務を受託した者が不正手続き等を行った場合において

も、被交付者及び手続代行者が当該業務を受託した者と共に不正手続き等を行ったものとみなし

て、被交付者又は手続代行者若しくは当該業務を受託した者に対し、本条の係る措置を適用しま

す。 

・ 本助成金の不交付の決定、交付決定の取消し、本助成金の返還及び違約加算金の納付 

・ 公社が都の補助金の交付を受けて行う助成金等交付事業その他実施する事務又は事業につ

いて、一定の期間、助成対象者の対象外とすること。 

・ 氏名又は名称及び不正内容を公表すること。 

  



戸建住宅向け充電設備普及促進事業 

［第 1 版］ 

 
 

戸建住宅向け充電設備普及促進事業 
助成金申請の手引き 

［第 1 版］ 
 

□発行・編集 令和７年 6 月 

   公益財団法人東京都環境公社 

   東京都地球温暖化防止活動推進センター 

   （愛称：クール・ネット東京） 

   〒163-0810 

   東京都新宿区西新宿 2-4-1 

   新宿 NS ビル１０階 

 

＜東京都の他事業のご案内＞ 

 

（１）充電設備の助成金 

   ・充電設備普及促進事業（事業のご案内） 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/all-evcharge 

 

 

（２）電気自動車等の助成金 

・電気自動車等の普及促進事業（EV・PHV 車両） 

  https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/ev 

・電動バイクの普及促進事業 

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/re_evbike 

・電気自動車等の普及促進事業（外部給電器） 

  https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/ev-feed 

・電気自動車等の普及促進事業（V2H） 

  https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/v2h-r6 
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